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ビルコム株式会社の株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、2026 年 1 月 26 日開催の取締役会において、以下の通り、ビルコム株式会社（以下、「ビルコム社」とい

います。）の株式を取得し、子会社化することについて決議いたしましたので、お知らせいたします。なお、本件は、株式

会社東京証券取引所が定める「子会社等の異動を伴う株式又は持分の譲渡又は取得その他の子会社等の異動を

伴う事項」の開示基準に該当しております。 

 

記 

 

1. 株式の取得の理由 

当社グループは、中長期経営方針「成長に向けた戦略方針」に定める中期方針期間の終盤に入り、主力のブ 

ランドコミュニケーション事業を中心に収益力向上への取組みを加速しております。現方針期間においては、テクノ

ロジー、人財及び DX 業務を対象とした「成長への戦略投資枠」を設定し、採用強化、職場環境の整備、並び

に教育の拡充といった人財領域へ重点的に配分してまいりました。しかしながら、テクノロジー領域への投資には依

然として課題を残しております。また、当社グループは、現方針期間の総仕上げと次期成長戦略の策定を併行す

るなかで、クライアントのニーズに対応し、主力事業のサービスの付加価値を一層高めるためには、SaaS (クラウド

上でソフトウェアを提供するサービス)をはじめ、テクノロジーを活用したソリューションの提供に向けた機能強化が喫

緊の課題となっておりました。 

今般、当社が株式を取得するビルコム社は、統合型 PR コンサルティング、クラウド型 PR 効果測定ツール「PR 

Analyzer」、並びに広告媒体データベースを展開するデータとテクノロジーの両面に強みをもつ PR テック企業で

す。なかでも「PR Analyzer」は、テレビ、新聞、雑誌、Web 及び SNS を網羅し、広告換算費、リーチ数、シェ

ア・オブ・ボイスなど、複数の指標を用いた PR 効果測定ツールで、AI を活用した SaaS サービスとして独自のポジ

ションを築いています。PR 業務のプロセスと成果の可視化に対するニーズの高まりを背景に、導入企業数は増加

傾向にあり、当社グループのクライアントの一部も導入しています。また、ビルコム社は、統合型 PR コンサルティング

事業と SaaS プロダクト開発を一体的に推進してきた実績を有しており、データに基づく戦略設計から実行、効果

検証までを一貫して支援できる点に特徴があります。加えて、同社は自社内に開発チームを擁し、PR 業務の現

場知見をプロダクト改善に迅速に反映できる体制を構築していることから、クライアントニーズに即応した機能拡張
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や新サービス創出が可能となっています。 

当社グループにビルコム社が参画し、同社の SaaS サービス及びデータ活用基盤を既存のブランドコミュニケーシ

ョンサービスと一体的に提供することにより、提案力・再現性・付加価値の向上が期待できるとともに、AI・テクノロ

ジー領域の課題を解決し、競争優位性を再構築することができると考えております。加えて、ビルコム社が展開す

る他の PR テックサービスについても、当社グループの主力事業とのシナジー創出の蓋然性が高いと判断しておりま

す。当社グループは、今般の株式取得をブランドコミュニケーション事業の収益力の更なる強化、ひいては企業価

値の向上に繋げてまいります。 

 

2. 異動する子会社の概要 

（1）  名 称 ビルコム株式会社 

（2）  所 在 地 東京都港区六本木六丁目 2 番 31 号 

（3）  代表者の役職・氏名 代表取締役兼 CEO 太田 滋 

（4）  事 業 内 容 
統合型 PR コンサルティング、クラウド型 PR 効果測定ツール 

「PR Analyzer」、広告媒体データベース「月刊メディア・データ」の展開 

（5）  資 本 金 20 百万円 

（6）  設 立 年 月 日 2003 年 10 月 8 日 

（7）  
大 株 主 及 び 

持 株 比 率 

太田 滋 

NGK 合同会社 

早川 くらら 

78.90%       

17.16% 

3.94% 

 

（8）  

上 場 会 社 と 

当 該 会 社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 

当社と当該会社との間に取引関係はありません

が、当社の連結子会社と当該会社との間において

PR に関する業務委託等の取引があります。 

（9）  当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2022 年 12 月期 2023 年 12 月期 2024 年 12 月期 

 純 資 産 214 百万円 297 百万円 324 百万円 

 総 資 産 581 百万円 640 百万円 752 百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 8,442.77 円 11,741.22 円 12,789.78 円 

 売 上 高 1,322 百万円 1,463 百万円 1,498 百万円 

 営 業 利 益 5 百万円 87 百万円 7 百万円 

 経 常 利 益 4 百万円 86 百万円 40 百万円 

 当 期 純 利 益 4 百万円 83 百万円 26 百万円 

 １株当たり当期純利益 175.37 円 3,298.45 円 1,048.56 円 

 １ 株 当 た り 配 当 金 ― ― ― 
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3. 株式取得の相手先の概要 

① 太田 滋 

（1）  氏 名 太田 滋 

（2）  住 所 東京都品川区 

（3）  
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 

資本関係、人的関係、取引関係、関連当事者への該当状況において、 

いずれも該当事項はありません。 

② NGK 合同会社 

（1）  名 称 NGK 合同会社 

（2）  所 在 地 東京都国立市東二丁目 11 番地の 23－1B 

（3）  代表者の役職・氏名 代表社員 太田 滋 

（4）  事 業 内 容 資産管理会社 

（5）  資 本 金 1 百万円 

（6）  設 立 年 月 日 2014 年 12 月 8 日 

（7）  大株主及び持株比率 太田 滋  100.0％ 

（8）  

上 場 会 社 と 

当 該 会 社 

と の 間 の 関 係 

資本関係、人的関係、取引関係、関連当事者への該当状況において、 

いずれも該当事項はありません。 

③ 早川 くらら 

（1）  氏 名 早川 くらら 

（2）  住 所 東京都台東区 

（3）  
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 

資本関係、人的関係、取引関係、関連当事者への該当状況において、 

いずれも該当事項はありません。 

（注）契約上の守秘義務により、NGK 合同会社の純資産及び総資産については公表を差し控えさせていただ   

きます。 

 

4. 取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（1）  異動前の所有株式数 

0 株 

（議決権の数：0 個） 

（議決権所有割合：0.0％） 

（2）  取 得 株 式 数 
25,350 株 

（議決権の数：25,350 個） 

（3）  取 得 価 額 

取得価額は、契約上の守秘義務により、公表を差し控えさせていただきま

す。但し、取得価額の算定にあたっては、取得対象企業の直近期の業績、

事業計画に加え、第三者機関によるデューデリジェンス結果及び株式価値

算定報告書の内容を基礎としております。これらを踏まえ、当社グループ参

画後のシナジー創出を勘案し、当事者間の協議を経て合意しております。  

（4）  異動後の所有株式数 

25,350 株 

（議決権の数：25,350 個） 

（議決権所有割合：100.0％） 
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（注）取得価額につきましては、自己資金及び金融機関からの借入に加え、2026 年 1 月 26 日付適時開示   

「第三者割当による自己株式の処分に関するお知らせ」に記載の通り、一部を自己株式の処分を行うこと 

で充当する予定です。 

 

5. 日 程 

（1）  取 締 役 会 決 議 日 2026 年 1 月 26 日 

（2）  契 約 締 結 日 2026 年 1 月 26 日 

（3）  株 式 譲 渡 実 行 日 2026 年 3 月初旬（予定） 

 

6. 今後の見通し 

当社は、今般の株式取得によりビルコム社を連結子会社とし、2026 年 6 月期第４四半期より連結決算に

含める予定です。2026 年 6 月期の連結業績に与える影響については現在精査中であり、今後開示すべき事

項が生じた場合には速やかにお知らせいたします。 

以上 

（本件に関するお問合せ先） 

株式会社サニーサイドアップグループ グループ経営管理部 経営管理チーム TEL 03-6894-2241 


